
事業概要 【被災者生活再建支援システム（災害対策本部運営等事業）】

5,065千円事業費244,256人人口神奈川県大和市自治体名

甚大な被害が想定される災害が発生した場合、被災者への迅速な罹災証明発行が生活再建に欠かせない。こ
れまでは被害認定調査や証明発行に係る事務処理はシステム化されておらず、大規模災害が起こった際に、事務
手続きに膨大な時間と労力がかかると見込まれていた。本事業はシステムの導入と活用により、罹災証明発行ほか
の業務を迅速化し、市民の生活再建に寄与することを目指すものである。

事業概要

【被災者生活再建支援システム】
• 住民基本台帳を基にした被災者台帳を作成、
情報を一元的に管理する。このことにより支援の
漏れや重複を防止できる。

• 建物被害認定調査から罹災証明発行ほかの業
務をシステムにより円滑に行い、被災者の生活再
建支援の迅速化をはかる。

• 本システムを導入している自治体が多く（2025
年1月時点で310自治体）災害時に派遣され
た職員が応援業務にスムーズに取り掛かることが
でき、迅速な市民対応が可能となる。

具体
サービス

【アウトカム指標（成果指標）】
①市民の意識調査における、市の防災施策の満足度アッ
プ
②罹災証明書申請から交付までの時間削減

【アウトプット指標（活動指標）】
①被災者生活再建システムを活用した訓練

主な
KPI
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